
法務省告示校
小学校・中学
校・高校等

大学・大学院・
短大等

企業等 地域 海外 雇用継続 待遇向上 専門的知識 その他 計

1,968人 442人 145人 372人 1,256人 1,555人 162人 211人 1,305人 795人 8,211人

法務省告示日本語教育機関で日本

語を教えるため, 1,968 , 24%

小学校・中学校・高校等で日本

語を教えるため, 442 , 5%

大学・大学院・短大等で日本語を

教えるため, 145 , 2%

企業等で日本語を教えるため, 

372 , 4%
地域で日本語を教えるため, 

1,256 , 15%海外で日本語を教えるため, 

1,555 , 19%

現在の職場との雇用関係を

継続するため, 162 , 2%

現在の職場での待遇向上のため, 

211 , 3%

日本語教育に関する専門的知識の

ブラッシュアップのため, 1,305 , 16%

その他, 795 , 10%

令和５年度日本語教育能力検定試験 全科目受験者 受験目的別数・比率

法務省告示日本語教育機関で

日本語を教えるため

小学校・中学校・高校等で日本

語を教えるため

大学・大学院・短大等で日本語を

教えるため

企業等で日本語を教えるため

地域で日本語を教えるため

海外で日本語を教えるため

現在の職場との雇用関係を継続

するため

現在の職場での待遇向上のため

日本語教育に関する専門的知識

のブラッシュアップのため

その他


